
平成28年3月14日

防 災 課

平成２７年の国交省所管（都市局・港湾局を除く）
公共土木施設の災害査定結果について

平成２７年に被災した、地方自治体が管理している公共土木施設

の災害復旧事業に関する災害査定が完了し、事業費が３月４日まで

に決定しましたのでご報告します。

Ｈ２７災の特徴１

・６月の梅雨前線による集中豪雨、７月～８月の断続的な台風上

陸、９月の関東・東北豪雨などにより、東北・関東・四国・九

州地方に被災が集中。

Ｈ２７災の査定結果の概要２

（１）査定決定箇所：６，３７３箇所
※過去４年（平成２３年を除く）平均の０．５６倍

（２）査定決定金額：１，２４６億円
※過去４年（平成２３年を除く）平均の０．９６倍

（３）都道府県別の査定決定額 ＜参考資料-１＞

◯上位３都道府県は以下のとおり。

１位：栃木県（１９９億円）

２位：宮城県（１６１億円）

３位：福島県（１４５億円）

平成２７年の「災害査定」に出動した国土交通省職員の延べ人員（４）

は４９７名。延べ日数は１，７１３人 ・日
※平成26年は延べ人員は612名査定に要した延べ日数は2,147人 ・日

緊急調査３

・国土交通省防災課職員が現地に赴き、復旧工法などの助言をす

る仕組み。平成２７年は、以下の地域で緊急調査を実施。

◯栃木県（那須塩原市、日光市、鹿沼市、小山市）

◯福島県（南会津町）

◯茨城県（常総市、古河市、笠間市）

災害復旧技術専門家派遣４

・自然災害が発生した際、地方自治体の要請に基づき「災害復旧

技術専門家」を災害現地に派遣し、地方公共団体等の行う災害

復旧活動の支援・助言を行う制度（平成１５年創設 。）

・平成２６年度より大規模災害時には国土交通省防災課が被災自

治体等と調整の上、技術専門家を派遣する制度へと改善。

・平成２７年は、宮城県、福島県、栃木県の災害に対して延べ20

名を派遣。



箇所 決定額

1 北海道 155 4,681,452 4,256,779 1.10

2 青森県 15 369,367 2,506,516 0.15

3 岩手県 81 1,530,191 6,529,188 0.23

4 宮城県 771 16,098,264 2,184,438 7.37

5 秋田県 60 3,000,518 3,130,097 0.96

6 山形県 67 1,555,249 6,761,170 0.23

7 福島県 550 14,500,709 2,103,308 6.89

8 茨城県 62 1,529,721 270,329 5.66

9 栃木県 579 19,897,674 496,644 40.06

10 群馬県 23 529,669 542,145 0.98

11 埼玉県 3 37,788 96,119 0.39

12 千葉県 38 949,219 1,539,164 0.62

13 東京都 0 0 254,405 0.00

14 神奈川県 1 3,364 158,246 0.02

15 新潟県 29 812,054 4,234,873 0.19

16 富山県 17 526,799 436,655 1.21

17 石川県 19 3,838,055 1,124,033 3.41

18 福井県 16 607,931 1,990,360 0.31

19 山梨県 32 994,126 465,906 2.13

20 長野県 34 397,700 5,066,635 0.08

21 岐阜県 97 5,548,330 5,396,482 1.03

22 静岡県 22 535,881 4,086,899 0.13

23 愛知県 14 272,915 341,320 0.80

24 三重県 258 3,352,604 4,489,434 0.75

25 滋賀県 23 992,399 2,077,374 0.48

26 京都府 38 1,112,994 4,405,208 0.25

27 大阪府 8 186,672 417,043 0.45

28 兵庫県 178 1,963,114 4,090,849 0.48

29 奈良県 49 2,280,988 1,888,120 1.21

30 和歌山県 348 5,832,554 3,665,252 1.59

31 鳥取県 2 625,552 636,887 0.98

32 島根県 19 280,247 5,421,969 0.05

33 岡山県 36 276,732 2,201,960 0.13

34 広島県 44 300,252 4,017,306 0.07

35 山口県 178 1,553,670 6,458,837 0.24

36 徳島県 181 2,215,549 1,405,583 1.58

37 香川県 67 993,067 359,801 2.76

38 愛媛県 183 1,933,728 1,055,441 1.83

39 高知県 381 4,981,952 4,620,358 1.08

40 福岡県 90 772,658 6,784,290 0.11

41 佐賀県 15 88,447 511,115 0.17

42 長崎県 188 1,186,702 729,353 1.63

43 熊本県 736 7,103,689 4,782,436 1.49

44 大分県 75 468,770 5,830,029 0.08

45 宮崎県 157 1,670,838 2,592,433 0.64

46 鹿児島県 339 3,909,397 4,969,173 0.79

47 沖縄県 9 613,053 381,401 1.61

48 札幌市 0 0 23,615 0.00

49 仙台市 35 524,782 72,078 7.28

50 さいたま市 0 0 0 0.00

51 千葉市 0 0 0 0.00

52 川崎市 0 0 0 0.00

53 横浜市 0 0 0 0.00

54 相模原市 0 0 0 0.00

55 新潟市 0 0 0 0.00

56 静岡市 5 247,181 404,157 0.61

57 浜松市 10 324,154 237,481 1.36

58 名古屋市 1 13,426 143,263 0.09

59 京都市 12 228,879 638,602 0.36

60 大阪市 0 0 0 0.00

61 堺市 0 0 0 0.00

62 神戸市 20 239,404 140,566 1.70

63 岡山市 0 0 66,832 0.00

64 広島市 0 0 629,348 0.00

65 北九州市 1 49,866 59,793 0.83

66 福岡市 0 0 14,621 0.00

67 熊本市 2 14,555 18,573 0.78
  

計 6,373 124,554,851 130,212,286 0.96

<参考資料-１>
１．都道府県別の平成27年査定決定額

決　　　　定

NO.
都道府県・
政令都市名

過去４年間の決定額
の平均(H23を除く）

H27/過去４年平均
（決定額）

※国土交通省所管 （都市局・港湾局を除く）
（千円）


